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税 理 士 の 皆 様 へ 
 

～ 懲戒処分に係る事例について ～ 

 

令和元年度の税理士等の懲戒処分は、43 件（平成 30 年度は 51 件）行われました。 

その内容は、①故意による不真正税務書類の作成、②自己脱税・多額かつ反職業倫

理的な自己申告漏れ、③名義貸しなど、税理士としての品位に関わる税理士法違反行

為や、使用人等に対する監督が適切でなかったとして使用者である税理士が④使用人

等に対する監督義務違反となった行為です。 

これまでの事例の中で代表的な税理士法違反行為の事例をここに紹介いたしますの

で、業務の参考としてください。 

 

① 故意による不真正税務書類の作成《税理士法第 45 条第１項該当》 

〔事例〕 

関与先の法人税の確定申告に当たり、代表者から前年並みの申告額になるよう

にとの依頼を受け、架空仕入れを計上することにより、所得金額を不正に圧縮した

申告書を作成した。 

 

 

 

 

 
 

② 自己脱税・多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ《税理士法第 37 条違反》 

イ 自己脱税 

〔事例〕 

・ 自己の所得税の確定申告に当たり、外注費の水増し計上などにより、所得

金額を不正に圧縮して申告した。 

・ 自己が代表者である法人の確定申告に当たり、業務委託収入を除外するこ

とにより、所得金額を不正に圧縮して申告した。 

 

 

 

 

 

【注意事項】 

  関与先から不正計算の依頼があったとしても、断固

として断らなければなりません！ 

 

【注意事項】 

  税理士の自己脱税は、本人のみならず税理士全体の

社会的信用を損ないます！ 

（東京国税局からのお知らせ） 



ロ 多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ（無申告） 

〔事例〕 

自己の所得税の確定申告に当たり、申告義務があることを十分認識していた

にもかかわらず、業務多忙であったこと、確定申告しても還付になると見込ま

れたことを理由に、申告期限までに確定申告書を提出しなかった。 

 

 

 

 
 
 

ハ 多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ（申告漏れ） 

〔事例〕 

自己の所得税の確定申告に当たり、決算内容を確認しなかったことから売上の

計上漏れなど多額の申告漏れがあった。また、自己が代表者である法人の確定申

告についても、同様の売上の計上漏れや固定資産売却益の計上漏れなど多額の

申告漏れの指摘を受けた。 
 

③ 名義貸し《税理士法第 37 条の２違反》 

〔事例〕 

税理士でない者が作成した申告書について、最終的に自分が確認すれば税理士法

違反にならないと自分に都合のよい解釈をして、署名押印を行っていた。 

 

 

 

 

 
 

④ 使用人等に対する監督義務違反《税理士法第４１条の２違反》 

〔事例〕 

 納税者との対応を事務員任せにし、十分な管理・監督を怠っていたため、事務

員が納税者（関与先）の不正計算に加担するという事態を把握できなかった。 

 

 

 

 

 

 

○ これからも税理士として、より一層の品位の保持をお願いいたします。 

 
  

【注意事項】 

  他人が作成した申告書を内容確認するだけでは、自

らの判断に基づいて作成したことにはなりません！ 

 

【注意事項】 

 「還付になるため」という理由で無申告であっても、

懲戒処分の対象となります！ 

【注意事項】 

  税理士が税理士業務を行うため使用人等を使用す

るときは、適切に監督しなければなりません！ 

～ このほか、国税庁ホームページに多数の税理士法違反行為の事例等を掲載しています。～ 
   ・「税理士法違反行為 Q＆A」 → 利用者別情報《税理士に関する情報》 ► 税理士関係法令等・Q＆A ► 税理士制度 
                  に関する Q＆A《税理士法違反行為関係》  

   ・「懲戒処分等の考え方」 → 利用者別情報《税理士に関する情報》 ► 税理士等に対する懲戒処分等 
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